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津波の発生と伝播

海底面の変形

海面の変形

断層運動

伝播 初期水位
遡上

一般に，傾斜が大きい海岸では津波の溯上
高さが大きくなる

地震の発生

変形



地形による津波の増幅

奥が狭くなる湾

直線海岸

津波高が大きくなる



高潮による浸水発生の機構

吸い上げ

吹き寄せ，Wave setup

波浪

高潮

潮汐

越波・越流

一般に，遠浅の海岸では高潮が大きくなる



地形による高潮の大小
高潮が大きくなる

湾の奥部

直線海岸



台風の性質と高潮の大小

L

移動速度

危険半円

可航半円

風が強い台風
• 中心気圧が低い．
• 移動速度が大きい．
• 雨は多くならない傾向．

台風の経路
• 日本の南岸，中でも南に

開いた湾の奥部．
• 危険半円が湾を通過．

南に開いた湾台風の進路
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人口や経済の地域的な分布
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面積 人口 製造品出荷額等 商品販売額

T.P.約5m以下に
国土面積の 3％
人口 17％
製造業 25％
商業 42％

1km2あたり人口



●堤防などの海岸保全施設は河川・港湾・漁
港・農地の４部局で管理されている．

海岸の管理

一般海岸

（河川）
36%

港湾海岸
29%

農地海岸
11%

漁港海岸
22%

河川・農

地共管
2%

管理区分別の要保
全海岸延長の割合

●臨海部には大きな都市が多数立地し，その
多くは海岸に大きな港湾が立地している．

沿岸都市部の海岸の特徴

東京湾における都市と港湾



●港湾は，防潮施設の海側に広い地域があり，
多くの施設・事業所が立地．

●堤外地は防潮施設がほとんどなく，ある程度
の高さの津波や高潮で浸水する．

広い堤外地に多数の施設・事業所

名古屋港の堤外地

旅客船
埠頭

国際展
示場 製鉄所

自動車積
出基地

エネル
ギー基地

発電所

コンテ
ナ埠頭

発電所

●建設後の経過年数が大きい海岸保全施設が
増えてきている．

●古くに建設された海岸保全施設は，老朽化等
による保有耐力の低下が懸念される．

老朽海岸保全施設の増加

経過年数
・44年以上 ： 22%
・34年以上 ： 37%
・24年以上 ： 48%

H22年3月時点施設延長計 3,059km

10%

12%

15%

11%10%
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港湾の海岸保全施設の延長

～1960年

1961～1970年

1971～1980年

1981～1990年

1991～2000年

2001年～

不明



■短波海洋レーダーによる津波観測技術■



海洋短波レーダによる津波観測技術の開発

研究内容

背景

○沿岸地域における津波被害の軽
減に向けて，短波海洋レーダで
津波を観測するためのデータ取
得・処理手法を開発する．

海洋レーダで
捉えた津波

○海洋短波レーダーは流況の観測
を目的に，全国の閉鎖性湾域
（東京湾，伊勢湾，大阪湾，有明
海）に設置．

○紀伊水道に設置してある短波海
洋レーダを使ってH23年東日本

大震災時の津波の進行波と副振
動を面的に観測することに成功．



実際の観測結果（背景流＋ノイズ）

美浜局の
観測範囲

内閣府モデル（ケース
3）の初期水位分布

津波シミュレーション（津波成分）

仮想津波観測実験による短波海洋レーダーの評価



■港湾地域での津波避難シミュレーション■



津波避難シミュレーションの高度化及び避難計画作成方法の検討

経済活動が多くなされ，津波に対して脆弱な港湾地域においては，
ハード対策の制約を踏まえ，効果的な被害軽減策が必要．

港湾地域における津波被害軽減のため，港湾地域の実態を反映できる
津波避難シミュレーション技術の開発と，それを使った避難計画作成例の
提示を行う．

H23東北地方太平洋沖地震

津波の際に，津波避難に関
するデータが得られた

H16のインド洋大津波以降，

沿岸防災研究室では，津波
避難シミュレーションモデル
の開発に取り組んできた



津波避難シミュレーション高度化の取組

歩行特性の実態把握

測定結果の例

避難開始時間のモデル化

the Time elapsed since the earthquake, t (min.)
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Questionnaire

Mathematical model

地震発生後の経過時間（分）

避
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比
率 数理モデル

ヒアリング調査の結果

自発的避難
が中心

非自発的避難
が中心 津波切迫避難

が加わる

東日本大震災の事例への適用

リアス海岸部

釜石市

平野部

仙台市

DC

バッテリー

DC

無線LAN
（子機）

PC（ロガー）

レーザセンサ

レーザ
センサ

DC

バッテリー

同期・受信

無線LAN
（子機）

DC

無線LAN
（親機）

同期・受信

DC

バッテリー



■高潮に対する港湾地帯の安全性の確保■



●高潮に対する防御が不足している港湾地
域で高潮災害が発生

台風等による高潮災害の発生

●地球温暖化によって海面が上昇し，台風が強く
なれば，高潮が大きくなる．

●三大湾，瀬戸内海等の人口・資産が集中する地
域で高潮リスクが大きい

気候変動による高潮浸水リスクの増大

研究の背景

気候変動の影響を考慮した
高潮による浸水人口の分布

台風1330号（Haiyan）
によるフィリピンの港湾

地域の被災状況

H26年12月低気圧の際に
根室港から漂流した船舶

台風18号（H21年10月）
による三河港の高潮浸水

台風16号（H16年8月）に
よる丸亀港の防潮壁被害



潮位観測
波浪観測
海洋レーダー

大阪湾奥の観測地点
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経時変化出力地点：  大阪（潮）

・湾域の潮位・
波浪を既存施設
を活かして面的
かつ効果的に把
握する手法を開
発

高潮災害に対する港湾地帯の安全性の確保に関する研究

潮位･波浪観測の高度化

高潮浸水予測の高精度化

・港湾域におけ
る高潮浸水予測
を高精度化する
技術改良を行う

防潮施設の外力評価

・防潮施設の設
計条件を超える
外力を実験等に
よって把握・検
証

・潮位・波浪観測シス
テムの更新の際に活用

・施設整備や避難等の
ための浸水予測に活用

・防潮施設の耐力評価
手法に繋げていく

・防潮施設の設計や避
難等の高度化に活用

台風防災実験施設（風洞水槽）
高潮シミュレーション



■災害ガレキを活用した海面処分場の整備■



災害ガレキを活用した海面処分場の整備

• 大規模な地震・津波が発生すれば，大量の災害廃棄物が発生する．

• 被災地近傍に災害廃棄物の海面処分場を緊急に整備する対応を想定し，建設
方法，受け入れ開始時期等について検討を行った．

 

埋立
再生材

C.D.L+2.0m
C.D.L+0.0m

再生材

被覆石
消波工

外側 内側

被覆層(1m)

原地盤

遮水シート (5層一体型)

中仕切堤外周護岸

10m 1m
C.D.L+4.0m

埋立

10m 1m

埋立

1m

 形状④形状②

仮置場

形状③

先行埋立地

既設護岸

形状①

外周護岸 先行埋立地

仮置場



受入開始時期と工事費用の推計結果
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 先行受入施設を整備することで廃棄物を受
入開始時期が7～4.5月以下になる．

 建設条件によってどの配置が有利かが変
化する．

 ガレキを利用することで建設費用が低減でき，
50万m3で陸上に近づく．

 関連経費を含めるとどうなるか分からないが，
さらなる建設技術の開発が望まれる．
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まとめ

• 津波や高潮の物理的な特性と日本の地理・経済の
特徴を紹介し，そこから，沿岸都市部を考える場合
には，港湾域を想定した沿岸災害からの防御・安全
・回復力の確保が重要であることを示した．

• 沿岸都市部の津波や高潮対策にどう取り組んでい
くかについて幾つかの取組を紹介した．

– 短波海洋レーダーによる津波観測技術の開発

– 港湾地域における津波避難シミュレーション技術の開発

– 災害ガレキを活用した海面処分場の整備技術



目標・義務の２つの階層

政策の志・方向付

実施の目標・義務

 問題の構造が複雑
 不確定要素が多い
 情報や知識が不足

 「高めの目標」や「割り
切った目標」を設定するこ
とになる

 施策ごとに多種の目的や
制約を同時に考える

 合理的に実行可能な範囲
で考える

 良適（≠ 最適・完璧）になる
ことを理解する

 そのうえで知恵と努力を
絞り出す

政策の志・方向付と
実施の目標・義務を
混同しないようにする

●スラックとギャップが
ある
「状況に応じて，いろいろ
な主体ができる限りの対応
をする」という対応が存在
することを認める．

不確実・不完全
を考慮した行政
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災害スケールと事後対応

防御 通常の災害 巨大災害

・ 社会としては局所的なダ
メージ．
・ 災害対応に通常の様々
なバックアップが得られる．

・ 社会の全般・根幹に影
響を与えるダメージ．
・ 災害対応に社会サービ
スがほとんど得られない．

生
起

確
率

災害スケール

・ 平常時の組織の機動的

対応と，非常時組織の応
援でかなり対応が可．
・ それでも完璧な災害対
応とはならない．

・ 平常時の組織では遅々
とした対応しかできない．
・ 巨大災害対応のしっかり

した組織があればよいが，
平常時の経費が課題に
なる．
・ 深刻影響の完全な回避
は難しい． →合理的に

実行可能な範囲で深刻
影響の回避をめざす．

※境目は連続的に遷移
していくし，どこでも一定
という訳ではない．



■ END ■


